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船井総研ホールディングス、社長の中谷でございます。日頃より当社グループをご支援いただき、

ありがとうございます。 

本日は、私からご覧の内容についてご説明をさせていただきます。なお、本日は２月４日に公表し

ました資料をもとにご説明させていただきますが、時間も限られておりますので、説明資料を抜粋

しております。資料の詳細につきましては、当社ホームページでご覧いただくか、当社 IR・広報

室にお問い合わせいただきましたら、別途ご説明の場を設けさせていただきますので、どうぞよろ

しくお願いします。 

それでは、早速私から、2 月 4 日に発表いたしました 2021 年 12 月期の決算概要からご説明させ

ていただきます。 

 

まず、収益状況について説明いたします。 

売上高は 288 億 1,300 万円で、前期比プラス 15.1%。営業利益は 63 億 4,900 万円、前期比プラス

27.4%、経常利益は 64 億 3,900 万円、前期比プラス 26.5%、最後に、当期純利益は 43 億 7,300 万

円で、前期比プラス 25.0%となり、大幅な増収増益、また売上、利益とも 2 年ぶりに過去最高の業

績を達成いたしました。 
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売上高は、経営コンサルティング事業において、月次支援コンサルティングや WEB 広告運用代行

業務が年間を通じて好調に推移しました。 

また、利益面においては大幅に利益率が向上し、当期純利益は、8 月に上方修正した業績予想につ

いても達成することができました。 

 

こちらは売上高、営業利益、経常利益、当期純利益を四半期別に、2020 年と 2021 年の実績を比

較したものです。 

ご覧いただくとおわかりになるように、売上、利益とも、各四半期、前年比大幅プラスを計上する

ことができ、順調に業績を伸ばすことができました。 
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もう少し長期スパンで、業績を示したのが、こちらのグラフになります。 

2011 年から 10 年間の業績推移を示したものです。残念ながら 2020 年は新型コロナウイルスの影

響により減収減益の結果となりましたが、2021 年は 2019 年の実績をも上回り、２年ぶりに過去

最高の業績を上げることができました。 

ちなみに直近 10 年間の平均成長率は、売上高で 12.9%、営業利益で 12.8%となりました。 
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次に、セグメント別の実績をご説明させていただきます。 

当社のセグメントは四つありますが、その主力は経営コンサルティング事業です。 

右のグラフのとおり、売上、営業利益のいずれも構成比の大半を示していますが、この経営コンサ

ルティング事業の業績は、売上高 222 億 5,600 万円、前期比プラス 16.8%、営業利益は 58 億

4,600 万円、前期比プラス 21.8%となり、順調に 2 桁成長をいたしました。 

次に、ロジスティクス事業は、売上高は 33 億 900 万円、前期比プラス 25.5%増となりました。営

業利益に関しては、上半期は利益率の高い物流コンサルティング業務がまだ減収傾向にあったた

め、やや苦戦しておりましたが、下半期は順調に新規受注も増え、増益に転じ、結果、営業利益は

3 億 3,800 万円と、こちらも前期比プラス 8.7%となり、増収増益の結果とすることができまし

た。 

そして、ダイレクトリクルーティング事業に関しましては、売上高は 19 億 5,300 万円、マイナス

16.2%、営業利益はマイナス 1 億 1,500 万円と、営業損失となりました。当社のセグメントで見ま

すと、このダイレクトリクルーティング事業が最もコロナの影響を受けておりますが、そのマイナ

ス分を主力の経営コンサルティング事業でカバーしたという状況です。 
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その他事業に関しましては、コンタクトセンターコンサルティング事業やシステム開発事業が好調

に推移したことにより、大幅な増収と利益確保をすることができました。 

 

続きまして、各セグメントの詳細について説明してまいります。 

まずは、経営コンサルティング事業についてですが、こちらのグラフは、向かって左側が年間の受

注高を示したもので、2019 年から 2021 年の 3 年間の実績を表しております。 

ご覧のとおり、昨年 2020 年はコロナの影響を大きく受けましたが、2021 年はコロナ前の 2019 年

をも上回る受注を上げることができました。 

そして 12 月末時点で、今後の売上につながる残高である受注残高を示しているのが右のグラフに

なります。 

受注残高においても、2019 年末の数値を上回る残高で 2021 年を終えることができました。この

受注残高を引き続き積み上げていきながら、実績としても当社グループ本来の 2 桁成長のペースの

巡航速度に戻してまいります。 
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続いて、こちらは業務区分別の売上の状況になります。 

当社の収益の柱であります「月次支援」は、コロナ禍において早期にデジタル化、遠隔からのリモ

ートコンサルティング支援ができる体制への切替えを進められたことで、順調に業績は伸び、プラ

ス 8.2%、額でいうとプラス 9 億 6,000 万円ほど、前年比プラスで終えることができました。 

「経営研究会」は、会員制の経営者の集合型勉強会ですが、こちらは、まだセミナーからの新規入

会は引き続き苦戦傾向にあり、既存顧客に関してはオンラインでの会が定着してきたこともあり、

ほぼ横ばいという実績になりました。 

「公開型セミナー」につきましては、有料オンラインセミナー参加者数の増加に伴い、売上ではプ

ラス 5.3%ということですが、実は昨年は対面型のセミナーは 1 本も開催せずに、この実績を上げ

ることができました。 

コロナ前は、セミナーの開催は、当社や外部のセミナー会場を借りての対面型セミナーだったので

すが、2021 年は全てオンラインによる Web セミナーの体制を築き、１年間で、有料、無料のオン

ラインセミナーを計 1,377 回開催いたしました。結果として、会場費用などのコスト削減効果もご

ざいました。 



 
 

 
7 

 

セミナー単体の収益よりも、むしろコンサルティング受注獲得につなげることが目的ですが、オン

ラインセミナーのノウハウもたまってきたこともあり、１セミナーあたりの集客も増えて、コンサ

ルティング受注への好循環ができつつあり、コロナ禍でも大丈夫という手応えを感じております。 

また、「リスティング」は、WEB 広告運用代行サービスですが、こちらはコロナ禍以降、ますま

す成長を続けており、プラス 55.0%と、引き続き順調に拡大を続けています。 

 

こちらは経営コンサルティング事業の、業種区分別の売上状況になります。 

このコロナ禍で、各業界、急激な経営状況の変化があり、当社の対象業種別の売上も大きくばらつ

きが出てきております。 

特にこのコロナ渦でよく厳しいといわれます「人材ビジネス」などは、このグラフの右下にあると

おり大幅減となっておりますが、当社の主力業種であります「住宅・不動産」や、「医療・介護・

福祉」は、反対に大きく伸ばすことができました。 

また、DX コンサルティングや、AI、ロボティクスを活用したコンサルティングも力を入れてお

り、実績が出始めております。 
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当社ではソリューションの中身によって、DX ソリューションかそれ以外かという区分を設けてお

りますが、その中でオンライン営業 DX や、AI・ロボットを活用した業務改善 DX などのソリュー

ションがお客様への提案も進み、受注も順調に伸びていて、今後も力を入れていく予定です。 

当社はこのコロナ危機に対して、改めて経営者に寄り添いながら、ご支援先とともに今回の苦境を

乗り越え、その先にある新しい常態、当社ではニューノーマル化支援と呼んでいますが、このニュ

ーノーマル化支援に努めてまいりたいと考えております。 

 

続いて、ロジスティクス事業について説明いたします。 

全体としては、先ほどのセグメント別の実績でご説明したとおりですが、ご覧のとおり、「物流オ

ペレーション業務」が引き続き好調に推移しております。特に、巣ごもり需要に適応した顧客企業

の物流増加があり、こちらは好調です。 

一方、利益率の高い物流コンサルティング業務については、物流コンサルティングの部門は相変わ

らず好調、少し出遅れていた荷主企業向けのコンサルティングにおいても、下半期は受注も増え、

事業全体の見通しも良くなってまいりました。 
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続いて、こちらはダイレクトリクルーティング事業についてご説明します。 

この事業は、コロナの影響を最も大きく受けた事業です。 

2018 年の事業開始からインディード事業、そして AI 採用クラウドサービスが支持され、2020 年

の第 1 四半期まで順調に業績を伸ばしてまいりましたが、その後、コロナの影響を受けた形になっ

ております。 

現時点では、残念ながら、まだ十分に回復に至っているとは言えない状況にあります。ただ、国内

市場は、構造的な人手不足状態にあるのは間違いないので、今後、採用ニーズが再び高まっていく

中で、徐々に回復基調に戻していきたいと考えております。 
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ここまで、セグメント別の業績動向をご説明してまいりましたが、少し切り口を変えて、当社グル

ープが営んでおります、DX 関連サービスを切り出した数値がこちらになります。 

主に当社グループで DX 関連サービスと定義しているものは、大きく四つございます。 

一つ目が、DX ソリューションコンサルティング。こちらは、主に船井総合研究所が担当する領

域。二つ目が、リスティングと呼ばれる WEB 広告運用代行サービス。ここは、船井総研コーポレ

ートリレーションズが担当する領域。三つ目が、リクルーティングクラウドというサービス名で行

っている AI 採用クラウドサービス。ここは、主に HR Force が担当する領域。そして四つ目が、

顧客のニーズに応じて開発を行っているシステム開発。これは、主に新和コンピュータサービスが

担う領域となります。 

DX という切り口は、それぞれの会社でさまざまな定義付けをしていると思われますが、当社が定

義しているのは、やや広義のデジタル領域というサービスを定義しております。この定義に基づき

ますと、あくまでも新会計基準適用前の昨年までの売上基準での算出になりますが、2020 年度対

比で 28.1%増となっており、構成比も昨年ベースで、売上全体の 30%を超える領域になっており

ます。 
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DX 関連サービス以外は約 10%の伸びですので、伸び率だけで見ますと今後の業績を伸ばすエンジ

ンは、この分野にあるというのは間違いございませんので、今後もこの領域を拡充するために、資

源を集中していく考えでございます。 

以上が、2021 年度の決算概要の説明でしたが、ここからは、今年 2022 年度の業績予想と配当に

ついて、引き続きご説明させていただきます。 

 

まず、今期 2022 年度の業績予想ですが、昨年よりお伝えしておりましたとおり、今期より、収益

認識に関する会計基準等を適用いたします。よって、もともと適用前の売上高目標は、昨年 8 月に

上方修正した 330 億円でしたが、こちらを適用後の売上とすると、253 億円となります。 

主な影響額としましては、代理人取引による影響によるものであり、経営コンサルティング事業に

おけるリスティング業務、また、ダイレクトリクルーティング事業が該当いたします。 

それに伴い、「ダイレクトリクルーティング事業」は、今期より「その他事業」に含めたセグメン

ト区分に組替えており、ご覧のページは、前年度の業績も含めて、変更後の区分にて記載しており

ます。 
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売上に関しては、少々今までとは違う数字となり、わかりづらい面もあるかと思いますが、整理し

ますと、今期は売上高 253 億円、利益面については、従来よりお出ししている数字と変わりな

く、営業利益 71 億円、経常利益 71 億 5,000 万円、当期純利益 48 億円を予定しております。 

いずれにしても、今期も 2 桁成長、過去最高益の更新に向けて、取り組んでまいります。 

 

次に、配当についてご報告いたします。 

まず、2021 年度の配当につきましては、中間配当 21 円を含め、期末配当 27 円、年間 48 円を予

定しており、それにより 11 期連続増配となります。 

その上で 2022 年度の配当は、5 円増配の、中間 25 円、期末 28 円の年間 53 円を計画しておりま

す。 

今後とも当社グループの持続的成長の下、配当につきましても持続的に増配できるよう取り組んで

まいりますので、引き続きご支援のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 
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私からの説明の最後に、今後の見通しと当社の取り組みについてご説明いたします。 

今年 2022 年度は、当社中期経営計画の最終年度です。よって、先ほどご説明した今期の業績予想

がそのまま中期経営計画の最終年度の目標数値となりますので、繰り返しになりますが、新会計基

準ベースで 253 億円、営業利益で 71 億円の達成を目指してまいります。 

こちらを旧会計基準に置き換えますと、売上は 330 億円となりますので、換算しますと、売上、

利益とも 2 桁成長ベースで本中期経営計画も着地させていきたいという思いでおります。 
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この 3 年で取り組んでおります、中期経営計画の事業戦略につきましては、方向性には変更はな

く、この図でいうところの左下の部分、つまり、「中小企業向け」に「実行支援サービス」を提供

し、この領域でのリーディングカンパニーとして成長してきた強みはそのままに、全国の中小企業

向けに成長実行支援、人材開発支援、価値向上支援、そして現在にはそれらに加えた、コロナ後に

向けたニューノーマル化支援等の具体的ソリューションの提案を行っております。 

この領域は、まだまだコンサルティングニーズが顕在化しておらず、競合も少なく、また将来的に

も魅力的なコンサルティング領域であり、さらなる拡大を目指したいと考えております。 

本中期経営計画ではこれらに加え、二つの領域を拡大しており、その一つが成長著しいＤＸ支援領

域、もう一つが中堅企業向け総合経営コンサルティング領域となります。 

こちらにつきまして、この年末から本日にかけて、グループとしての決定した取り組みがございま

すので、詳細をお伝えいたします。 
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一つ目は、昨年の 12 月 28 日にゾーホージャパン様と、デジタル人材育成事業における業務提携

締結を行い、当社を含む船井総研グループが、日本国内における「Zoho」製品のデジタル人材育

成事業を、独占的に行うことの合意に至りました。 

今、中小企業において IT ツールを活用した新しい働き方への対応や、生産性向上の重要性が高ま

っておりますが、デジタル人材不足が企業の DX 推進を阻む問題となっております。 

単にプログラミングスキルを有するだけでなく、業務要件にあったソフトウェアの構築や導入がで

きるような高い実装力を持つデジタル人材が特に不足しており、ビジネスを理解できている人材へ

のデジタルスキルのリスキリングが社会的な課題となっております。 

そのような中、当社がデジタル人材育成事業を展開するにあたり、世界的なプラットフォーマーで

あるゾーホージャパン様と業務提携を行うことにいたしました。 

Zoho に関しましては、一部日本国内でも CM も流れておりますので、ご存じの方もいらっしゃる

かもしれませんが、企業の IT 化・業務効率の向上をサポートするクラウド型ソリューションであ

り、全世界に 25 万社以上、7,000 万人以上のユーザーを有するグローバルビジネスソフトウェア

です。 
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今後、広く受講者を募り、日本において Zoho を活用して、企業のデジタル変革を遂行できるデジ

タル人材を多数輩出することを目指してまいります。 

今回のデジタル人材育成事業は、今年の夏頃からプログラム開始を予定しており、順次プログラム

を追加してまいります。プログラムの開始については、改めて告知させていただく予定になってお

ります。 

 

また二つ目ですが、当社内のデジタル関連サービス事業の強化を目的に、このたび、連結子会社の

統合および商号変更をさせていただく方針を決議いたしました。 

当社グループは、中小企業向け総合経営コンサルティングを主力としながらも、DX コンサルティ

ングや中堅企業向け総合経営コンサルティングの領域への拡大を推進しており、デジタル系人財の

採用・育成基盤の強化は重要な課題となっております。 

そのような中、連結子会社のうち、WEB マーケティングや BPO コンサルティングを強みとする株

式会社船井総研コーポレートリレーションズと、デジタル人財の採用・育成及びシステムの受託開

発業務を強みとする新和コンピュータサービス株式会社を統合させることで、当社グループの「デ



 
 

 
17 

 

ジタル関連サービス」をさらに強化し、DX に関するサービスを一気通貫で提供することを目的に

両社を統合することといたしました。 

商号は仮称ですが、船井総研デジタルという社名を予定しております。 

船井総研グループの主力である中小企業向けの経営コンサルティングを伸ばしながら、このデジタ

ル関連サービスを強化していくことで、グループの成長をさらに加速させていただきたいと考えて

おります。 

現中期経営計画の最終年度にあたる今期、公表している計画をしっかりと達成し、そして次の未来

に向けて新たなデザインをしてまいりたいと考えております。 

 

次に、財務戦略につきましてご説明いたします。 

2021 年度も、新型コロナの影響はありながらも、方針に従い、資本効率の向上や、株主還元比率

を高めてまいりました。 

その結果、2021 年度においては、連結 ROE18.2%、総還元性向は 60.1%となり、当社が目標とし

ております連結 ROE15%以上、総還元性向 60%以上を共に達成することができました。 
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引き続き、中期経営計画の最終年度である今期もこの当初方針を継続し、目標達成を目指してまい

ります。 

 

本日の私からの最後の話となりますが、当社グループの ESG への取り組みについてご説明させて

いただきます。 

当社はサステナブルな社会実現のために、ESG 活動を経営の重要課題と認識しており、こちらに

は 2021 年度の主な活動実績を記載しております。 

まず、コンサルティングを通じた社会への貢献につきましては、脱炭素や再生エネルギーといった

環境テーマや、ダイバーシティ、女性活躍といった社会的テーマにおいて、日々のコンサルティン

グ支援や経営セミナー、経営研究会の中で提案を行っております。 

また、ESG に関するお客様の今の経営状態が、どのレベルに位置しているのかといった経営診断

サービスも、商工中金様との連携なども行いながらラインナップを拡充してきております。 

また、当社自身の ESG に関しても積極的に取り組んでおり、2021 年度は CO2 排出量の算定など

環境に関する指標の特定や、ダイバーシティの推進に向けた人財系指標の目標設定、情報セキュリ

ティの強化や、サステナビリティ委員会の設置、開催などを行ってまいりました。 
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今後も、当社グループは ESG 活動を経営の重要課題と認識し、事業活動を通じて継続的な取り組

みを実施してまいりますので、引き続きご支援のほどよろしくお願い申し上げます。 

以上で、私からの説明は終了いたします。ありがとうございました。 

  



 
 

 
20 

 

質疑応答 

＊説明会の場にてご回答申し上げました内容も含めて、御寄せいただきました全ての質問に対するご回答となります。 

＊質問内容によりましては、補足して回答を記載させて頂いております。 

 

(Q1). DX コンサルティングの今後の伸びはどのぐらい見通していますか？ 

 

(A1) 現在、当社グループが DX 関連サービスとして定義しておりますのは、①DX コンサルソリュ
ーション（船井総合研究所） ②リスティング（船井総研コーポレートリレーションズ）③リクル
ーティングクラウド（HR Force） ④システム開発（新和コンピュータサービス）です。単にデ
ジタルツールを導入するという領域ではなく、ビジネスモデルやビジネスプロセスの変更も含めた
ソリューションの提供をもって DX 関連サービスと位置付けているため、現在は、上記４区分とし
ています。 
2021 年実績では、売上構成比として、（収益認識基準適用前）95.3 億（構成比 33.1%）であるが、
新基準では、（収益認識基準適用後）40.5 億（構成比 17.7%）となるため、2022 年の目標として
は、新基準の売上ベースで、20%増、20%の構成比を目指してまいります。2021 年実績では、売
上構成比として、（収益認識基準適用前）95.3 億（構成比 33.1%）であるが、新基準では、（収益
認識基準適用後）40.5 億（構成比 17.7%）となるため、2022 年の目標としては、新基準の売上ベ
ースで、20%増、20%の構成比を目指してまいります。 
 

(Q2). 毎年、自社株買いを行っているが、今期も予定していますか？ 

 

(A2)現中期経営計画で掲げております株主還元方針の中で、配当金及び自社株買いを併せた総還元 
性向を株主還元の指標として掲げております。その総還元性向６０％以上を目標としており、結果 
として、昨年まで 4 年間自社株買いを実施いたしました。毎年自社株買いを実施するということで 
はない為、状況に応じて、当社の株価等その他の考慮すべき理由を勘案のうえ、機動的に自社株買 
いを実施したいと考えています。 
 

(Q3). 業界ではコンサルタントの採用競争が激化していると思いますが、御社のコンサルタン
トの採用状況について教えてください。  
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(A3)当社グループの採用活動は新卒採用を主として進めており、2022 年 4 月入社のコンサルタ 
ント職は 141 名で昨年比横這いとなっております。（2021 年は 144 名の実績）併せて、今年は 
キャリア採用の強化を考えており、計画では 53 名（2021 年は 30 名の実績）となっており、新 
卒とキャリア合計で 200 名弱の採用計画であります。以上のことより、2021 年 174 名に対して 
2022 年は 194 名となっており、1 割強の増員計画です。 

 

(Q4).  コンサルタントの増員に向けての取り組みについて教えてください。採用積極化に向け
て待遇改善や、離職率の抑制に向けての具体的な取り組みがあれば教えてください。 

 

(A4) 増員に向けて採用活動の強化を多方面で行っております。最近では紹介型のリファラル採用 

の強化を行っております。昨年離職率が高かった原因としましては、コロナの影響によるオンライ 

ン採用、オンラインでの業務といった様に、社員同士のエンゲージメントがうまく機能しなかった 

と理解しております。そのような原因が明らかになった為、早速、今年の離職率の改善に向けた取 

り組みを始めているところであります。待遇についても生産性の向上と併せて、持続的改善に向け 

た施策を検討し始めております。また、1 人当りの生産性につきましては、2021 年度は 2020 年度 

に比べて改善傾向に 

あります。 

 

(Q5). 2021 年 12 月期はコンサルタントの伸び率以上に月次支援コンサルティングの売上高が増
加していると推定されますが、背景について教えてください。1 人当り顧客数が増加しているの
でしょうか。もしくは顧客あたりの売上高が増加しているのでしょうか。今後の見通しについて
も教えてください。 

 

(A5) 1 人当り顧客数は横這い傾向ですが、顧客単価は約 1 割増となっております。今後は中堅企業 

向けのコンサルティング領域の開拓もふまえますと、顧客単価は持続的に向上していくと考えてお 

ります。 
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(Q6).  ゾーホージャパン株式会社との業務提携について教えてください。「Zoho」のソフトウ
ェアの差別化要素、中小企業向け DX コンサルティングとの親和性、今期業績への影響につい
て、可能な限り教えてください。 

 

(A6) Zoho プロダクトについて、理解し易い例えとしましては、セールスフォースが大企業向けな 

のに対して、機能的にも近いプロダクトとして Zoho プロダクトがあり、中小企業向けに価格面で 

の優位性があります。中小企業向けという切り口だけでなく、当社のコンサルティングの各業種向 

けにモジュールを個別に展開していくことに親和性があると考えております。今期の業績への影響 

は、年前半でグループ内での利活用、年後半で顧客向けに導入していく予定です。先行導入してい 

る業種は製造業であり、2021 年度の業績が大きく伸長しました。その他の業種につきましても、 

モジュールが構築され次第順次導入を進めていく予定であります。 
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以上 

 


